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本日のポイント（その１）
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包括民間委託支援業務の取組

コンセッション事業における取組

 DBO事業の取組

★PPP/PFI手法に関するJSの主な取組
PPP（Public Private Partnership）とは、Public＝官とPrivate＝民の連携。
JSの立ち位置は官の支援者。地方公共団体の要請に基づき、官業代行の役割を担う。

平成14度～実施。令和2年度は、16件を実施中。
導入事前検討、契約手続き支援、業務監視支援（契約履行状況、機能判定）等。

平成30年度～国内初の下水道コンセッション（浜松市西遠処理区事業）にて、
第3者機関としてのモニタリングを実施中。
宮城県上工下水一体官民連携事業への関心表明（令和2年12月）

DBO事業の一形態であるDB+(O)方式に関する実施方針を令和3年1月に公表。
DB+(O)方式：DBO全体で評価を行い、DB契約=JS、O契約=委託団体で行う。

★PPP/PFI手法におけるJSの役割



本日のポイント（その２）
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★検討中のPPP/PFI手法の支援業務
 DB＋（O）方式に対する履行監視代行業務

コンセッション事業導入検討支援業務

その他

DB【設計・建設】をJSが実施し、O【維持管理・運営】については履行監視を代行する。
JSは、履行監視（モニタリング）を通じ、監視状況の報告・導入効果の検証・
事業改善提案などを複数年にわたって実施する。

コンセッション事業に関する【事前準備（導入検討等）】・【業者選定（契約手続支援等）】
・【運営（モニタリング等）】の一連の業務に対して支援を行う。

地方公共団体にとって最適な事業方式の提案、事業範囲の選定を行う。

地方公共団体のニーズに対応するべく、様々な支援メニューを継続的に検討する。

JS本社窓口：ソリューション推進部 技術援助課 （TEL 03-6361-0866）



PPP/PFI手法に関する主な報道状況
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日本下水道新聞（1面）
令和2年11月18日

日本下水道新聞（1面）
令和3年1月20日
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日本下水道事業団（JS）とは？
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 地方公共団体の要請に基づき、
下水道事業の実施を支援・代行する組織（日本下水道事業団法）

 これまで、日本の下水道普及率の急速な向上に大きく関与

 昭和47年
(1972)

設立 技術者をプールし、地方公共団体の業務を支援・代行
する組織

 平成15年10月
(2003)

地方共同
法人化

地方公共団体が主体となって業務運営を行う組織

JSの歴史



下水道事業のライフサイクル
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JSは、次の二つの柱で下水道事業全体のライフサイクルをサポート
すべく取り組んでいます。
◆下水道ソリューション・パートナーとしての総合的支援
◆下水道ナショナルセンターとしての機能発揮

静岡県磐田市の
磐南浄化センター
ではH27年度より
維持管理業務を
実施中



従来のJS支援業務（設計・建設の例）
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工事監理・監督工事発注詳細設計基本設計調査・計画

土木、建築、機械、電気担当
のプロジェクト（PJ）チームで行う

技術不足・発注
ノウハウがない

発注の監理が
難しい・・・



下水道事業のPPP/PFI手法とは
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 PPP（Public Private Partnership）とは、公共施設等の建設、維持管理、
運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間の創意工夫等を活用し、
民間資金の効率的使用や行政の効率化等を図るものであり、PFIはその一類
型である。

出典：下水道事業におけるPPP/PFI手法選択のためのガイドライン

PPP/PFI手法 定義

包括
民間
委託

処理場・
ポンプ場

性能発注方式であることに加え、かつ、複数年契約であることを基本とする方
式。

管路 「管路管理に係る複数業務をパッケージ化し、複数年契約」にて実施している
方式。

指定管理者制度 強制徴収等の公権力の行使を除く運転、維持管理、補修、清掃等の事実行為を
含む公共施設の管理を民間事業者に委託する方式。

DBO方式 公共が資金調達し、施設の設計・建設、運営を民間が一体的に実施する方式。

PFI（従来型） 民間が資金調達し、施設の設計・建設、運営を民間が一体的に実施する方式の
うち、PFI（コンセッション方式）を除くもの。

PFI（コンセッ
ション方式）

利用料金の徴収を行う公共施設等について、施設の所有権を地方公共団体が有
したまま、運営権を民間事業者に設定する方式。

出典：https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001314595.pdfより抜粋



PPP/PFI手法におけるJSの役割
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 地方公共団体と民間が連携することで、民間の創意工夫や資金の効率的な
使用が進む。一方、地方公共団体にとっては、前例が少なく、長期契約が
前提になるなど、当該事業に対する新たな業務が発生。

導入事前検討、契約手続き、履行監視など、新たな業務への対応として、
JSが支援する役割が拡大
JSは、民間と競合する受託者ではなく、地方公共団体の代行を担当

現在

JS支援
部分

地方公共団体 地方公共団体

PPP/PFI手法導入



JSによる包括民間委託支援業務の取組
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包括
事業者

地方
公共
団体

ＪＳ
●現状の分析
●包括民間委託
の効果予測
●包括民間委託
の形態の提案

etc

導入事前
検討

●公募条件等
の提案
●技術提案書
の審査・評価
案の提案
●契約図書の
作成支援 etc

契約手続き
支援

●包括民
間委託
の効果
の検証

包括民間
委託の
効果検証●契約業務状況の確認・評価

●受託者に対する業務改善指導
の助言 etc

業務監視支援
（契約履行状況の確認）

●施設機能の確認
●施設劣化度の確認・評価 etc

業務監視支援（施設機能確認）

機能確認 履行監視

契約期間中

機能確認

契約
完了時

機能確認

契約時
契約
手続き

内部での検討
実施の意思
決定

効果の
評価

契約
運転 保守 ユーティリティ

調達 etc

処理場の維持管理
（複数年）

契約
完了

包括的民間委託支援業務の概念図



JSによるコンセッション事業の取組
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出典：第23回PPP/PFI検討会 浜松市発表資料より抜粋
一部、黄色着色【実施例】



コンセッション関心表明の例（1/2）
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【記者発表内容】



コンセッション関心表明の例（2/2）
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【記者発表内容】



JSにおけるDBOの取組
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 DBO事業には、設計（D）・建設（B）・維持管理（O)を一体として行う
DBO方式とDBとOを一体として評価し、契約を分割するDB+O方式がある。
JSでは、DBO事業に対し、様々な支援を行っている。
一例として、 DB+(O) 方式のスキーム図を示す。

DB+(O)方式は、委託団体、事業団（JS）及び落札者（企業グループまたは
単体企業）が基本協定を締結し、設計・建設業務をJSと落札者（設計・建設
を担う者）、維持管理・運営業務を委託団体と落札者（特別目的会社に出資
する者）がそれぞれ契約を締結して行う事業をいう。 出典：日本下水道事業団HP



実施方針公表中のDB＋(O)方式
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 琵琶湖流域下水道高島浄化センターコンポスト化事業
令和3年1月より公表（https://www.jswa.go.jp/nyusatsu/ppp_pfi.htm）



DB＋(O)のモニタリング（案）
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履行監視代行に関するモニタリング（詳細は検討中）

(O)事業者
セルフ
モニタリング

業務改善措置 予定通り
支払い

報告

要求水準未達 要求水準達成

ＪＳ
モニタリング
・業務報告書確認
・定期モニタリング

委託団体

モニタリング結果報告
業務改善提案

モニタリング結果へ
の対応指示

委託団体

◆履行監視・評価
内容の検討

ＪＳ
(代行）

(O)事業者

◆各種計画書確認

◆運転・保全管理
業務・維持管理
情報の監視・評価
◆業務報告の確認
◆施設機能の確認

◆計画書見直し内容
の確認

◆業務完了の評価

◆各種計画書作成

◆運転管理業務実施
◆保全管理業務実施
◆維持管理記録
作成・整理
◆業務報告書作成

◆各種計画書見直し

◆業務完了報告書
作成

評価・確認
提出

評価
報告

調整

評価・確認
提出

履行監視状況報告
導入効果検証
事業改善提案 等

履行監視・評価
項目の助言

事業スキーム（案） 実施内容（案）
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事前準備
（1～２年）

業者選定
（２～３年）

運営準備―運営―完了
（２０年）

実施方針

事業者選定

運営権設定

契約締結

基本構想・基本計画

導入可能性調査

運営準備

事業開始

事業完了

 速やかな導入支援

 最適な事業範囲選定

 適正な資産評価

 実行性のある民間資金
移行調査

 業者選定・法定手続き支援

 品確法に則した業者選定補助
 地方公共団体に適した手続き
補助

 円滑な事業運営支援

 公正・客観的なモニタリング
手法提案

 業務範囲に精通した最適な
専門技術者が対応

 事後評価による新たな事業
提案

ＪＳの役割

一次審査
競争的対話
二次審査
優先交渉権者の決定
基本協定締結

デューデリエンス
マーケットサウンディング

※先行都市の実績、課題等を踏ま
え最適手法を提案

ＪＳの役割

ＪＳの役割

JSによるコンセッション事業支援（案）
「事前準備」から「事業完了」までの一連を支援（詳細は検討中）
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ご清聴いただき、
ありがとうございました。

＜問い合わせ先＞
日本下水道事業団ソリューション推進部
技術援助課（TEL 03-6361-0866）

今後とも地方公共団体に最適なPPP/PFI手法の導入が
できるよう、JSでは様々な支援業務を行って参ります。


